
Ｎ
Ａ
Ｇ
Ｏ
Ｍ
ｉ
（
武
部
勤
会
長
）
は
２

月
下
旬
、
自
民
党
外
国
人
材
に
関
す
る
特

別
委
員
会
（
外
特
委
）
、
グ
ロ
ー
バ
ル
人

材
共
生
推
進
議
員
連
盟
（
笹
川
博
義
事
務

局
長
）
、
入
管
庁
、
厚
労
省
の
担
当
ら
と

相
次
い
で
面
談
し
、
Ｎ
Ａ
Ｇ
Ｏ
Ｍ
ｉ
の
３

つ
の
提
言
と
基
本
方
針
・
省
令
事
項
等
に

関
す
る
９
つ
の
要
望
を
提
出
し
ま
し
た
。

「
信
頼
さ
れ
る
国
・
日
本
」
に
な
る
た

め
に
と
題
す
る
３
つ
の
提
言
は

①
日
本
型
多
文
化
共
生
社
会
実
現
に
向
け

て
基
本
法
が
必
要
不
可
欠

②
育
成
就
労
制
度
の
「
業
種
大
括
り
」
と

育
成
就
労
評
価
の
内
容
・
運
用
の
「
抜
本

的
改
革
」

③
監
理
支
援
機
関
は
地
方
創
生
や
中
小
企

業
振
興
の
役
割
を
担
う
べ
き

基
本
方
針
・
省
令
事
項
等
に
関
す
る
９

つ
の
要
望
は

①
特
定
技
能
１
号
評
価
試
験
は
必
ず
実
地

に
よ
る
技
術
試
験
を
含
む
も
の
と
し
、
真

に
「
即
戦
力
」
を
担
保
す
べ
き

②
育
成
就
労
１
年
目
の
試
験
は
日
本
で
の

仕
事
や
生
活
に
必
要
な
基
礎
知
識
や
ル
ー

ル
等
の
共
通
試
験
に
す
べ
き

③
監
理
支
援
機
関
の
役
割
は
、
「
育
成
就

労
制
度
の
適
正
な
実
施
」
及
び
「
育
成
就

労
外
国
人
の
保
護
」
の
み
な
ら
ず
、
「
地

方
創
生
」
や
「
中
小
企
業
振
興
」
の
役
割

を
も
担
う
も
の
と
す
べ
き

④
特
定
技
能
制
度
に
お
け
る
実
地
調
査
と

処
分
等
の
情
報
公
開
は
技
能
実
習
並
み
に
、

定
期
的
な
実
地
調
査
を
行
い
、
そ
の
結
果

等
を
公
表
す
べ
き

⑤
育
成
就
労
へ
の
募
集
情
報
提
供
事
業
者

の
関
与
の
禁
止
及
び
、
育
成
就
労
外
国
人

に
対
す
る
Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
に
よ
る
求
人
情
報
を

掲
載
す
る
こ
と
を
明
確
に
禁
止
す
べ
き

⑥
受
入
企
業
ご
と
の
創
意
工
夫
が
可
能
な

育
成
就
労
計
画
認
定
基
準
と
す
べ
き

⑦
長
期
安
定
就
労
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を

設
け
る
こ
と
の
必
要
性

⑧
特
定
技
能
の
新
設
予
定
の
「
民
間
団
体
」

の
会
費
等
が
経
済
的
負
担
に
な
ら
な
い
よ

う
に
す
べ
き

⑨
国
・
自
治
体
の
積
極
的
関
与
が
必
要

円
安
な
ど
の
影
響
が
あ
る
な
か
で
外
国

人
労
働
者
の
受
入
れ
が
過
去
最
多
を
更
新

し
た
こ
と
に
つ
い
て
、
厚
労
省
は
、
「
外

国
人
労
働
者
が
ど
の
国
を
選
ぶ
か
は
賃
金

や
制
度
だ
け
で
決
ま
る
わ
け
で
は
な
い
」

と
指
摘
。
日
本
の
安
全
性
や
文
化
へ
の
憧

れ
な
ど
か
ら
と
考
察
し
て
い
ま
す
。

一
方
で
、
働
き
先
と
し
て
選
ば
れ
る
国

の
ラ
イ
バ
ル
は
、
韓
国
や
台
湾
と
指
摘
。

政
府
は
３
月
１
１
日
、
外
国
人
材
の
育

成
と
確
保
を
目
的
と
す
る
育
成
就
労
制
度

の
基
本
方
針
を
閣
議
決
定
し
た
。

技
能
実
習
制
度
を
廃
止
し
て
、
２
０
２

７
年
６
月
ま
で
に
開
始
す
る
。
原
則
３
年

の
在
留
期
限
で
、
最
長
５
年
間
在
留
で
き

る
特
定
技
能
１
号
の
水
準
ま
で
育
成
す
る
。

外
国
人
に
魅
力
の
あ
る
労
働
環
境
を
提

供
す
る
た
め
の
重
要
な
指
針
と
な
る
。

Ｎ
Ａ
Ｇ
Ｏ
Ｍ
ｉ
（
一
般
社
団
法
人
外

国
人
材
共
生
支
援
全
国
協
会
）

代
表
理
事
・
会
長

武
部
勤
（
元
自
民
党
幹
事
長
）

副
会
長

塩
崎
恭
久
（
元
厚
生
労
働
大
臣
）

本
財
団
は
、
コ
ロ
ナ
禍
が
猛
威
を
振
る

う
中
、
技
能
実
習
生
ら
外
国
人
材
を
保
護

す
る
た
め
、
二
階
俊
博
自
民
党
幹
事
長

（
当
時
）
の
ア
ド
バ
イ
ス
に
よ
り
全
国
組

織
と
し
て
２
０
２
０
年
１
０
月
に
設
立
さ

れ
ま
し
た
。

当
組
合
は
、
２
０
２
１
年
に
理
事
の
推

薦
を
受
け
て
、
関
東
甲
信
越
協
会
に
加
入

い
た
し
ま
し
た
。
以
後
、
迎
い
入
れ
る
外

国
人
の
若
者
た
ち
の
立
場
に
立
っ
て
、
外

国
人
材
受
入
れ
政
策
を
確
立
す
る
た
め
に
、

人
材
育
成
、
人
材
確
保
、
国
際
貢
献
を
共

通
の
基
本
目
的
と
し
、
技
能
実
習
制
度
を

今
後
は
育
成
就
労
制
度
を
特
定
技
能
制
度

と
一
貫
性
の
あ
る
制
度
に
改
革
す
る
と
と

も
に
、
キ
ャ
リ
ア
ス
テ
ー
ジ
に
合
わ
せ
た

選
択
肢
の
あ
る
在
留
資
格
制
度
に
す
る
べ

く
現
場
の
声
を
届
け
て
お
り
ま
す
。

ア
ジ
ア
の
安
定
と
日
本
の
持
続
的
成
長

の
た
め
に
共
に
活
躍
で
き
る
グ
ロ
ー
バ
ル

人
材
共
生
社
会
の
環
境
を
推
進
し
、
「
グ

ロ
ー
バ
ル
人
材
共
生
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」
を

地
域
社
会
に
展
開
し
、
国
や
政
府
、
都
道

府
県
と
連
携
し
て
、
外
国
人
技
能
実
習
生
・

特
定
技
能
外
国
人
を
は
じ
め
外
国
人
材
を

適
切
に
育
成
・
保
護
・
支
援
し
、
差
別
の

な
い
多
文
化
共
生
社
会
の
実
現
に
寄
与
し

て
い
き
た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

深
刻
な
人
口
減
少
・
労
働
力
不
足
問
題

に
直
面
し
て
い
る
日
本
に
と
っ
て
、
外
国

人
材
の
活
躍
は
国
力
維
持
の
た
め
に
不
可

欠
で
す
。
多
文
化
共
生
社
会
の
実
現
に
向

け
て
Ｎ
Ａ
Ｇ
Ｏ
Ｍ
ｉ
の
活
動
に
今
後
も
積

極
的
に
参
加
し
て
い
き
ま
す
。
須
藤
康
則
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東
日
本
経
友
会
通
信

「
信
頼
さ
れ
る
国
・
日
本
」に
な
る
た
め
に

Ｎ
Ａ
Ｇ
Ｏ
Ｍ
ｉ
に
つ
い
て

ラ
イ
バ
ル
は
韓
国
・
台
湾

「
育
成
就
労
制
度
」基
本
方
針
閣
議
決
定


